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○本書の位置付け 

 この小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）募集要項（以下、「募集要項」とい

う。）は、小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）（以下「本事業」という。）の実

施に向けて、小豆島町（以下「町」という。）が優先交渉権者を公募型プロポーザル方

式（以下「本プロポーザル」という。）により選定するにあたり、参加資格要件、選定

方法等を定めるものである。 

 募集要項にあわせて交付する次の付属資料も募集要項と一体の資料とし、これらの

全資料を含めて「募集要項等」と定義する。 

 

付属資料 

 １．小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）業務要求水準書（以下「業務要求水

準書」という。） 

 ２．小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）優先交渉権者選定基準書（以下「優

先交渉権者選定基準書」という。） 

 ３．小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）基本協定書（案）（以下「基本協定」

という。） 

 ４．小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）実施協定書（案）（以下「実施協定」

という。） 

 ５．小豆島ふるさと村再整備事業事業（宿泊ゾーン）定期借地権設定契約書（案）（以

下「定期借地権設定契約」という。） 

 ６．小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）様式集 

 ７．小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）資料集（以下「資料集」という。） 

 

■用語の定義 

応募者 本事業に応募する者をいう。 

優先交渉権者 小豆島ふるさと村再整備事業者選定委員会（以下「選定委員会」

という。）の審査を受けて、基本協定、実施協定及び定期借地権設

定契約の締結を予定する者として、町が決定した者をいう。 

事業者 本事業の実施に際して町と契約を締結し、事業を実施する者をい

う。 

本施設 本事業の実施により、事業者が整備運営する施設をいう。 
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１．事業の目的 

  小豆島ふるさと村は、昭和４９年の国民宿舎小豆島の供用開始から、５０年以上

が経過し、その他の施設も供用開始後３０年が経過しているものが多く、施設の老

朽化・観光客の需要の変化に対応するため、令和６年２月に、「小豆島ふるさと村全

体整備基本計画」（以下「基本計画」という。）を策定したところである。 

  基本計画では、小豆島の持つ豊かな自然や文化・伝統産業を活かし、離島の持つ課

題（人口減少、２次交通の不足など）を解決するため、民間企業の持つアイデアや

ノウハウ・資本を活用し、「観光・交通及び産業の結節点として、まちづくりと相乗

効果を発揮する施設」を目標と定めている。 

  この基本計画の内容を踏まえ、令和６年１０月から１１月にかけて、対話（サウン

ディング）型市場調査を実施したところ、宿泊ゾーンへの宿泊施設の誘致は可能性

があるという結果を得たことから、町の観光振興や経済波及効果による地域経済の

活性化を目指して、町と連携して島の魅力向上に取り組んでいただける宿泊施設等

整備・運営事業者を、公募型プロポーザルにより募集するものである。 

 

２．事業の実施方針 

 基本計画に基づき、本事業の実施方針は以下のとおりとする。 

 ○あるべき姿 

  観光・交通及び産業の結節点として、まちづくりと相乗効果を発揮する施設 

 

人と自然・島を再びつなぐ 

ＥＣＯ ＶＩＬＬＡＧＥ 

～持続可能なしまづくり～ 

 

  基本計画では、令和３年度に策定した小豆島ふるさと村将来ビジョンで定めた４

つの区分を発展させて４つのゾーンに置き換え、それぞれの名称と整備基本方針を

設定しており、本事業の対象範囲となる「宿泊ゾーン」については、民間活力を最

大限活用し、小豆島随一の宿泊体験を提供する機能の整備とする。 
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３．位置・現況等 

（1）対象地の概要 

  対象地の「宿泊ゾーン」は、瀬戸内海が一望できる高台に位置し、海をはさんだ高

松の町並みや瀬戸内海の島々の眺望を楽しむことができる場所である。 

  また、日本の夕日百選に選定されるなど、瀬戸内海の島々と併せて、美しい夕陽

を眺めることができる絶好のロケーションに存在している。 

・1934 年（昭和 9 年）  日本で最初の国立公園に指定 

・1974 年（昭和 49 年）  国民休養地に指定 

・1974 年（昭和 49 年）  国民宿舎「小豆島」供用開始 

・1992 年（平成 4 年）  ふるさとロッジ小豆島供用開始 

・1992 年（平成 4 年）  ファミリーロッジ供用開始 

・1996 年（平成 8 年）  国民宿舎「小豆島」大規模改修、増築 

・2001 年（平成 13 年）  ふるさとロッジ浴室増築 

・2002 年（平成 14 年）  交流センター（ふるさとロッジ増築） 

 

（2）対象敷地範囲 

  本事業の対象敷地の範囲は資料集の「宿泊ゾーン提案図」のとおりとし、青線の枠

内すべての町有地及び町が借用している土地を対象とする。 

  なお、敷地範囲は概ねの範囲を示すものであり、公図境界と一致しない。 

  

位置図  

小豆島ふるさと村  
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現況の配置図  

宿泊ゾーン提案図抜粋  
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（3）現況 

  現況は次のとおり。 

  なお、対象敷地に、法定外公共物が含まれているが、町の責任と費用負担において

定期借地権設定契約締結までに整理する予定である。 

所在地 香川県小豆島町池田、香川県小豆島町室生地内 

所有者 町、民間団体（民有地は転貸を予定） 

敷地面積 町有地：約 35,868 ㎡ 

民有地：約 52,752 ㎡ 

道路条件 敷地北側：町道国民宿舎線 

敷地南側：敷地内通路、町道室生西山線 

上下水道 上水道：香川県広域水道企業団 

下水道：未供用区域（合併処理浄化槽） 

電気 中国電力ネットワーク株式会社のサービス区域 

ガス プロパンガス 

温泉 現在、町が所有する温泉源から国民宿舎小豆島に配湯を実

施しており、本施設への配湯については、優先交渉権者と

協議して決定するものとする。 

現況用途 宿泊施設及び駐車場 

既存建物等 ・国民宿舎小豆島 

・ふるさとロッジ小豆島及び交流センター（以下、「ふる

さと荘」という。） 

・ファミリーロッジ 

・駐車場（国民宿舎前）32 台 

・駐車場（ファミリーロッジ横）30 台 

都市計画法 都市計画区域外であり、制限なし 

※開発区域の面積が１ha 以上の場合は許可が必要 

自然公園法 小豆島ふるさと村周辺の海域は「普通地域」に指定されて

いるが、対象敷地内は指定なし 

瀬戸内海環境保全特

別措置法 

特定施設に関する排水基準の規制であり、香川県の許可が

必要 

景観法 規制なし 

文化財保護法 埋蔵文化財発掘調査必要なし 

宅地造成及び盛土等

規制法 

宅地造成等工事規制区域に該当しており、盛土等を行う場

合は香川県の許可が必要 

瀬戸内景観ガイドラ

イン（香川県） 

モデル地区に定められており、良好な景観の形成には、建

築物、工作物や開発行為などに対する規制・誘導が必要 

香川県福祉のまちづ

くり条例 

建築物に関する整備基準の規制であり、香川県に届出が必

要 
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（4）利用状況 

 小豆島ふるさと村の利用状況は以下のとおり。 

 

●各宿泊施設の宿泊者数の推移 

（単位：人） 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

国民宿舎小豆

島 
14,565 3,654 5,050 10,492 10,185 10,426 

ふるさと荘 4,911 1,024 565 2,047 1,353 2,121 

ファミリーロ

ッジ 
7,546 2,948 4,337 7,251 5,952 5,330 

※参考 小豆島ふるさと村全体の利用者数の推移 

（単位：人） 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

小豆島ふるさ

と村全体 
189,757 47,042 53,025 87,318 90,819 89,217 
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４．事業概要 

（1）事業名 

  小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン） 

（2）基本条件 

  本プロポーザルに係る企画提案内容の基本的な条件は、事業者が対象敷地内の土

地に定期借地権を設定し、町に当該土地の貸付料を支払うとともに、自らの投資に

より整備する本施設の料金収入により独立採算で管理・運営を行うものとする。 

  なお、本施設に求められる①から③の詳細については、「業務要求水準書」を確認

すること。 

   ① 宿泊施設の整備・運営 

   ② 周辺施設（駐車場、敷地内通路）の整備・運営 

   ③ 周辺環境の整備・運営 

（3）対象敷地の条件 

  定期借地権を設定する範囲の土地（町が借用している土地を含むものとし、以下

「事業敷地」という。）は事業者の提案に基づくものとし、その詳細は以下のとおり

とする。 

   ① 対象敷地のうち、事業敷地外の土地は、現行の指定管理者である「一般財団

法人小豆島ふるさと村」（以下「ふるさと村」という。）が継続して管理する予

定であるため、その管理方法については、事業者とふるさと村が協議する必要

がある。 

   ② 事業敷地の範囲を確定させるための現地測量は、事業者の負担とする。 

   ③ 町が保有する対象敷地に関するボーリング調査の結果は１か所のみであり、

今後町において実施しない。 

   ④ 土壌汚染防止法などに基づく土壌汚染状況調査や地盤沈下等の確認のため

の土地の物理的性状調査は実施しておらず、今後町において実施しない。 

   ⑤ 対象敷地内に存在する法定外公共物については、町の費用負担において整理

する予定である。 

   ⑥ 町有地及び町が借用している土地に関する資料は、応募者が希望する場合は

個別に提供するものとする。 

   ⑦ 対象敷地には、地域住民や観光客等が通行する敷地内通路を確保する必要が

あり、町は、当該敷地内通路の管理者としての責任を負うものとし、当該部分

について、事業者による占有はできない。 

   ⑧ 敷地内通路の位置、線形、形状等の変更及びそれに伴う現状機能の移設につ

いては、町と優先交渉権者との協議により、費用負担の取扱いを含めて決定す

るものとする。 

（4）既存施設の取扱い 

  「国民宿舎小豆島」、「ふるさと荘」及び「ファミリーロッジ」並びにこれらに付随

する工作物（以下「既存施設」という。）の取扱いについては、以下のとおりとする。 

   ① 既存施設は、町が設置した行政財産であり、ふるさと村が営業しているが、

事業敷地の賃貸借期間の開始日までに営業を停止し、普通財産に変更する予定
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である。 

   ② 「国民宿舎小豆島」は、事業敷地の賃貸借期間の開始日までに、町の費用負

担において撤去することを想定しているが、事業者が撤去を行い、町が合理的

な範囲で費用負担する提案をすることも可とする。 

   ③ 「ふるさと荘」及び「ファミリーロッジ」は、事業敷地の賃貸借期間の開始

日までに、事業者に対して無償で譲渡することとし、設備及び備品等も含めて

現状有姿での引き渡しを想定している。 

   ④ 「ふるさと荘」及び「ファミリーロッジ」を活用若しくは撤去することを提

案する場合の費用負担は事業者が負担するものとする。 

   ⑤ 既存施設のうち建物におけるアスベスト含有量調査や耐震診断調査などは

実施しておらず、今後町において実施しない。 

   ⑥ 「ふるさと荘」及び「ファミリーロッジ」を無償譲渡する場合は、事業者に

対して一括して行うものとし、複数者に対して分割での譲渡を行わない。 

   ⑦ 無償譲渡する予定の建物の不動産登記は、事業者が行うものとし、町はこれ

に協力するものとする。 

   ⑧ 事業敷地内の石碑等の取り扱いに関しては別途協議するものとし、移設等に

係る費用負担は町が負担する。 

   ※石碑等の詳細 

    ・城山桜公園入口（石柱）及び城山案内看板（所有：城山保存会） 

    ・魚霊の碑（所有：不存在） 

 

 ○既存施設の概況  

施設 概況 

国民宿舎小豆島 構造：鉄筋鉄骨コンクリート造３階建 

面積：2,887.82 ㎡ 

洋室 10 室、和室 18 室、広間 4 室、会議室１室 

ふるさとロッジ小豆島 構造：鉄筋コンクリート造平屋建 

面積：959 ㎡ 

和室 11 室 

交流センター 構造：鉄筋コンクリート造平屋建 

面積：417.16 ㎡ 

多目的ホール 180 ㎡ 

ファミリーロッジ 構造：木造平屋建 11 棟 

面積：一戸あたり約 50 ㎡ 
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（5）費用負担 

  事業者は、次の費用を自らの負担により行うものとする。 

   ア 本事業に係る契約及び履行に関して必要となる費用 

   イ 不動産登記に要する登録免許税等の費用 

   ウ 土地の定着物その他引き渡し時に存する一切の動産の撤去・廃棄等の費用 

   エ 既存施設の引き渡し時における不具合箇所の改修に関する費用 

   オ 本事業実施のために必要となる本施設の整備費用 

   カ 本施設を運営する期間を通じ、本施設の運営費用、維持管理や経年劣化、

故障、破損等に伴う設備の修繕並びに更新などに必要となる一切の費用 

   キ 本施設の解体、工作物の撤去、立木の伐採、合併浄化槽の撤去などに要す

る一切の費用 

   ク 施設の所有権移転日以降の建物に関する租税公課を含む一切の費用 

（6）契約不適合責任の免責 

  事業者は、本施設を竣工した後は、町に対して既存施設の不具合箇所、種類、品

質又は数量、面積、地中埋設物など隠れた構造物、土壌汚染、契約の内容に適合し

ない箇所が発見されても、事業者は町に対して、土地の貸付料の減額又は免除、施

設の補修、不足分の追完請求若しくは損害賠償の請求又は契約の解除を申し出るこ

とはできない。 

  



 

10 

 

（7）事業スケジュール 

  想定する事業スケジュールは以下のとおりである。 

項目 時期 

優先交渉権者の決定 令和８年 ３月（予定） 

基本協定の締結 優先交渉権者の決定の通知日から３カ月以内 

実施協定及び定期借地権設定

契約の締結 
事業者からの提案による（令和８年度中を想定） 

設計・建設期間 事業者からの提案による 

供用開始 事業者からの提案による 

 

（8）町の助成措置 

  小豆島町企業立地促進条例（令和７年小豆島町条例第１０号）に基づく以下の条

件を満たした場合は、助成措置の対象とする。 

 ① 助成措置の条件 

  ア 対象業種は、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第２項に規定する

旅館・ホテル営業を行う施設を営む者であること。 

  イ 本事業の操業等に際し、１億円以上の投下固定資産額（土地を除く）があるこ

と。 

  ウ 新規雇用者の数が１０人以上であること。 

 ② 助成金の内容 

区分 内容 限度額 

企 業 立 地

奨励 

投下固定資産額（操業等の開始日の３年前の日から

操業等の開始日から起算して１年を経過する日の

前日までの間に取得した家屋及び償却資産に係る

ものに限る。）に１００分の５を乗じて得た額 
５,０００万円 

新 規 雇 用

奨励 

操業開始に伴い、新規に雇用した従業員のうち、対

象施設の操業等を開始した日から１年以上雇用し、

６か月以上町内に住所を有する者の人数に１５万

円を乗じて得た額 

 ※詳細は、「１０．事務局」まで確認すること。 

 

（9）税制上の優遇措置 

  過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）の規

定により、町は過疎地域に指定されており、旅館業等の用に供する一定規模以上の

設備を取得等する場合、その設備に係る固定資産税が免除される。 

  なお、詳細は下記ホームページを参照すること。 

  https://www.town.shodoshima.lg.jp/gyousei/kakuka/zeimu/2_1/2/8049.html   
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５．参加資格要件 

（1）公募参加の資格、構成等 

  1）基本的要件 

   ① 応募者は、日本国内で法人登録をしている企業等の法人及びその他の団体（以

下「法人」という。）又は法人で構成される共同事業体（以下「グループ」とい

う。）であること。 

   ② 次に掲げる要件を満たし、提案した事業の継続した運営ができる十分な資金

力と経営能力、優れた企画力を有し、かつ計画の実現について過去の経歴及び

実績並びに社会的信用を有すること。 

     ア．直近３か年の決算期末において、特別な事情を除いて、債務超過（自己

資金源がマイナス）でないこと。 

     イ．直近３か年の決算期末において、特別な事情を除いて、経常損益がマイ

ナスでないこと。 

     ウ．ＰＰＰ／ＰＦＩ等の官民連携手法を用いた公共事業において、事業主

体（代表企業または構成企業）として企画、整備、運営、維持管理等のい

ずれかを実施した実績を有すること。 

   ③ 平成２７年（2015 年）４月１日以降に、日本標準産業分類における「宿泊業、

飲食サービス業」を営む事業所等の建設又は運営に係る業務について、同種若

しくは類似の業務を元請けとして実施した実績を有すること。 

   ④ 同一法人の複数のグループへの参加による重複応募はすることはできない

こと。 

   ⑤ グループで応募する場合も１事業者と見なし、一つの提案を行うものとする

こと。 

   ⑥ 応募者は、会社法（平成１７年法律第８６号）に基づき、本事業の実施のみ

を事業目的とする株式会社（以下「特定目的会社」という。）を設立すること

ができるものとする。この場合において当該特定目的会社を構成する応募者 

は、当該特定目的会社のすべての株式を保有すること。 

 

  2）応募者の構成 

   ① グループで応募する場合、代表者を１者定めて、代表者及びグループを構成

する法人（以下「構成員」という。）が受け持つ業務範囲等について明らかにす

ること。なお、グループの構成員は、1）基本的要件の①及び②のア及びイの各

要件を満たす必要がある。 

   ② 代表者は、町との協議において窓口となり、町と事業敷地に関する定期借地

権設定契約を締結するものとすること。 

   ③ 提案した内容に基づく本事業の実施について、構成員が連帯して責任を負う。 
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（2）公募参加の制限等 

以下に該当する法人又はグループによる申請はできないものとする。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

法人等。 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）、破産法（平成１６年法律第７５号）、等により更生手続、再生手続等を行

っている法人等。 

③建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項又は第５項の規定による

営業停止を受けている法人等。 

④ 国税及び地方税を滞納（徴収猶予を受けている場合を除く。）している法人等 

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団であること。 

⑥ 本事業の関与者である株式会社オリエンタルコンサルタンツと資本面若しくは人

事面において関連がある者。なお、｢資本面において関連のある者｣とは、当該企業

の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又は企業の出資総額の 

１００分５０を超える出資をしている者をいい、「人事面において関連のある者」

とは、当該企業の代表権を有する役員を兼ねている者をいう。 

⑦ 選定委員会の審査委員と利害関係にある法人等。 

 

（3）公募参加資格の確認基準日 

公募参加資格の確認基準日は、「８．（1）公募スケジュール」に示す参加表明書

の提出期限日とする。 

 

（4）定期借地権設定契約締結までに資格を喪失した場合の取扱い 

企画提案書を提出した応募者が、企画提案書の提出期限日以降に参加資格要件

を欠くこととなった場合の対応は、次のとおりとする。 

① 企画提案書の提出期限日から優先交渉権者決定日までの間に、応募者が参加

資格要件を欠くこととなった場合には、失格とする。ただし、グループの代表

者以外の構成員が参加資格要件を欠くこととなった場合で、その理由がやむを

得ないと町が認めた場合は構成員の変更ができるものとする。 

② 優先交渉権者決定日から定期借地権設定契約の締結日までの間に、優先交渉

権者が参加資格要件を欠くこととなった場合には、町は基本協定を締結せず、

又は基本協定の解除を行うことができる。これにより基本協定を締結せず、又

は基本協定を解除しても、町は一切責を負わない。ただし、グループの代表者

以外の構成員が参加資格要件を欠くこととなった場合で、その理由がやむを得

ないと町が認めた場合は構成員の変更ができるものとする。 

③ 町が優先交渉権者と基本協定を締結しない又は基本協定を解除した場合、町

は次点交渉権者を優先交渉権者として協議する。 
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６．賃貸借条件の概要 

（1）土地の賃貸借方法等 

  事業敷地の借主は、事業者とし、事業者がグループの場合は、代表者とする。 

  事業者は、事業敷地について、公正証書により定期借地権設定契約を町と締結す

るものとし、公正証書作成に関する費用は、事業者が負担することとする。また、

その際の公証役場は「高松公証役場」とする。なお、定期借地権設定契約の締結時

期については、事業者からの提案をもとに双方協議により定めるものとする。 

 

（2）貸付料 

  事業敷地の貸付料の単価は、次に示す基準貸付料（単価）以上の金額であることを

条件に、応募者が提案する額とする。応募者が提案する貸付料（単価）の額が基準

貸付料（単価）未満の金額の場合、応募者は失格とする。 

    基準貸付料（単価）２３４円／㎡・年 

  なお、契約期間中、土地に対する租税その他の公課の増減、土地の価格の上昇若し

くは低下その他経済事情の変動により、又は近傍類似の土地の地代等に比較して当

該貸付料が不相当となったときは、貸付料を協議して改定できるものとする。 

 

（3）貸付期間 

  貸付期間は、２０年以上５０年未満の事業者が提案する期間とするが、５０年以

上の提案も可能とする。 

  なお、貸付期間の開始日以降、貸付料は一会計年度毎に町に納付するものとし、そ

の他の条件については、事業者の提案をもとに双方協議により定めるものとする。 

 

（4）契約満了時の取扱い 

  事業者は、定期借地権設定契約の契約満了までに、原則として、本施設を撤去し、

事業敷地を更地にして町に返還することとする。ただし、撤去等に要する期間は貸

付期間に含むものとし、当該期間における貸付料は発生するものとする。 

  また、町が事業者の責に帰すべき事由により定期借地権設定契約を解除する場合

には、事業者の責任及び費用負担において、速やかに建設中又は竣工後の本施設の

全部を撤去し、事業敷地を更地にして町に返還しなければならないものとする。 

  なお、事業者は、契約満了後の取扱いについて必要な事項の決定、事務手続等を行

うため、契約満了日の３年前から町と協議を行うことができるものとする。 

 

（5）借地権・土地等の権利設定 

  ① 借地権は、借地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条若しくは第２３条の

規定に基づく定期借地権とする。 

  ② 事業者は、借地権の第三者への譲渡、転貸等（以下「譲渡等」という。）につい

ては、当該第三者と以下の要件を書面で約定したうえで、書面による町の事前の

承諾を得た場合に限り、可能とする。その際は、町の指示に従い、必要書類を提

出することとする。 
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ア 借地権の保有者が変わっても、事業運営は同一事業者が継続して行うこと。

（事業運営主体の変更により利用者の利便性を損なう恐れがない場合は、この

限りでない） 

イ 譲渡等する先の事業者は、事業者による提案内容や事業者が負う本事業に関

する全ての義務を承継すること。 

ウ 借地権の分割譲渡を行わないこと。 

エ 供用開始後一定期間が経過し、本事業が安定化していること。 

オ 譲渡等する先が「５．(2)公募参加の制限等」に該当する者ではないこと。 

   

    ③ 事業者は、賃借権について、書面による町の事前承諾を得た場合を除き、質入

れ若しくは担保に供し、又は名義貸し等一切の処分をしてはならないものとする。 

  ④ 土地に対して、賃借権の設定登記が必要な場合は協議して決定するものとする。 

 

（6）その他 

 ① 事業敷地内の一部の民有地について、町と所有者との間で、令和７年８月１５

日に 2026 年４月から 2097 年３月までの 70 年間の定期借地権を設定した契約を締

結しており、事業者に以下の条件で転貸し、定期借地権を設定することとしている。 

  ア．転貸する土地の範囲は事業者の提案に基づくものとする。 

  イ．貸付料は、町が所有者に支払う賃貸借料を基に、転貸する土地の面積に応じて

案分等を行い積算する。 

  ウ．貸付期間は、町と所有者との間で定期借地権を設定した期間内とし、町有地の

貸付期間をその限度とする。 

  エ．契約満了時の取扱いは、原則として、本施設を撤去し、土地を更地にして町に

返還するものとする。 

  オ．その他契約の詳細については、優先交渉権者と協議して決定する。 

 ② 貸付期間が５０年以上の提案の場合でも、居住の用に供する建物を事業敷地内

に整備する提案はできない。 
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７．事業者選定方法 

（1）審査方法 

  審査は、「公募参加資格確認審査」と「提案審査」の２段階で実施することとし、

具体的な基準等については、「優先交渉権者選定基準書」にて示す。 

  提案審査では、本事業の計画に係る提案内容を総合的に評価し、点数化する。最も

優れた提案を行った応募者を優先交渉権者とし、その次に優れた提案を行った応募

者を次点交渉権者として選定する。「提案審査」は「基礎審査」を行い、提示条件を

満たしたものに対し、「提案内容審査」を行う。「提案内容審査」は、「内容審査」と

「提案貸付料審査」の２項目で評価する。 

  なお、応募者が１者の場合であっても、審査は行うものとし、審査の結果、提案内

容が基準を満たしていると認められた場合には、その応募者を優先交渉権者として

選定する。ただし、点数が「内容審査」の項目で６割に満たない場合は、優先交渉

権者及び次点交渉権者を選定しない。 

 

（2）選定委員会の設置 

  優先交渉権者及び次点交渉権者を選定するため、選定委員会を設置する。なお、選

定委員会における選定過程及び委員氏名は非公開とする。 

  また、応募者が、選定委員会の委員に対し、選定に関して自己に有利になることを

目的として、接触等の働きかけを行った場合、失格とする。  

 

（3）審査内容 

  「提案審査」の審査及び評価は、本事業に係る企画提案書及びこれに付属する書類

（以下「提案書類等」という。）及びプレゼンテーションにより審査を行う。 

 

（4）失格事項 

   以下のいずれかの事由に該当する場合は、失格となる。 

    ① 提出期限を経過してから提案書類等を提出した場合 

    ② 提案書類等に虚偽等の記載があった場合 

    ③ その他、募集要項等に違反すると認められた場合 

    

（5）その他 

  審査結果に関する異議は一切受け付けない。 

  選定委員会が選定した結果をもとに、町が優先交渉権者及び次点交渉権者を決定

する。 
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８．応募の流れ 

（1）公募スケジュール 

  公募プロポーザルのスケジュールは以下のとおり。 

項目 時期 

参加表明書の受付開始 令和７年９月５日（金）から 

募集要項等に関する質問受付 
令和７年９月５日（金）から 

令和７年９月26日（金） 

募集要項等に関する質問の回答日 令和７年10月１日（水）予定 

参加表明書の受付期限 令和７年10月31日（金） 

参加資格確認結果の通知 令和７年11月14日（金） 

企画提案書等の受付期限 令和８年２月13日（金） 

プレゼンテーション 令和８年３月中旬予定 

優先交渉権者の決定 令和８年３月下旬予定 

基本協定の締結 優先交渉権者の決定の通知日から ３か月以内 

 ※書類等の提出時間は、平日の午前９時から午後５時までとし、正午から午後１時

までの間は除く。 

 ※日程は都合により変更する場合がある。 

 ※現地説明が必要な場合は、参加表明書の受付期限までに「１０.事務局」まで申し

出ることとし、個別対応とする。 

 

（2）公募の手続き 

  1）募集要項等に関する質問及び回答 

   募集要項等の記載内容等に関して質問事項がある場合は、質問及び回答を以下

のとおり行うものとする。 

   ① 質問の受付期間 

    「８．（1）公募スケジュール」のとおり 

   ② 回答の公表時期 

    「８．（1）公募スケジュール」のとおり 

   ③ 回答公表方法 

    質問及び回答は、町のホームページにおいて公表する。なお、質問者の特殊な

技術やノウハウ等に関し、質問者の権利、競争性の地位、その他正当な利益を
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害する恐れがあるため、質問者の希望により公表を望まない質問については、

町が認めた場合に限り公表を行わず個別に回答することができることとする。 

    また、法人名等は公表しないものとする。 

   ④ 質問提出方法 

    質問を簡潔にまとめ、「質問書（様式第４号）」に記入の上、電子メールでのフ

ァイル添付にて、下記提出先に提出すること。なお、電話・FAX・郵送での受付

は行わない。 

    また、電子メールの件名を「【小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）募

集要項等に関する質問書】法人・企業等名」とすることとし、電子メール送信

後、電話にて電子メール到着を「１０.事務局」まで連絡し着信確認すること。 

    送信誤りなどにより期間内に質問書が届いていない場合は、その質問は無効

とする。 

   ⑤ 質問提出先 

    「１０.事務局」のとおり 

   2）公募に関する追加資料の公表 

   町は、募集要項等のほか、周知すべき事項が生じた場合には、必要に応じて本事

業に関する追加資料を公表することがある。この場合は町のホームページにて公

表する。 

  3）参加表明書等の受付 

   応募者は、次のとおり参加表明書とその添付書類（以下、「参加表明書等」とい

う。）を提出すること。なお、郵送の場合は、特別な事情がない限り期限までに必

着のこと。 

   ① 受付期間 

    「８．（1）公募スケジュール」のとおり 

   ② 提出方法 

    郵送または持参により、「１０.事務局」に提出すること。 

   ③ 提出書類※各１部提出     

ア.参加表明書 様式第１号 

※グループの場合は、様式第１号－１「参加表明構成

員調書」を添付すること。 

イ.会社概要書 様式第２号 

ウ.法人登記簿謄本 履歴事項全部証明書 

エ.納税証明書 国税及び本店所在地の地方税に未納がないことを証

する証明書（納税証明書や完納証明書など） 

オ .直近３年分の財務

関係書類一式 

財務諸表（貸借対照表、損益計算書）及び税務申告書

の写しなど 

カ. 実績確認書 様式第３号 

※「５．参加資格要件」が確認できる書類を添付する

こと。 
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   ※グループの場合は、代表者が、イからオの書類を構成員ごとに取りまとめて

提出すること。 

  4）参加資格確認結果の通知等 

   参加資格確認結果は、参加表明書等を提出した応募者（グループの場合は代表

者）に対して、「８．（1）公募スケジュール」のとおり、書面により通知する。 

  5）企画提案書等の受付 

   参加資格確認結果の通知を受けた応募者は、次のとおり提案書類等を提出する

こと。なお、郵送の場合は、特別な事情がない限り期限までに必着のこと。 

   ① 受付期間 

    「８．（1）公募スケジュール」のとおり。 

   ② 提出方法 

    郵送または持参により、「１０.事務局」に提出すること。 

   ③ 提出書類及び提出部数 

    次の（ア）～（ウ）を作成し提出すること。正本には押印をすること。 

ア.提案書類提出書 様式第５号 正本１部 

イ.会社概要 パンフレットなど 正本１部 

ウ.企画提案書 様式第６号 

※次の④の体裁・内容とすること。 

正本１部 

副本１０部 

エ.企画提案書概要版 「ウ.企画提案書」の概要版として、Ａ

３版（文字サイズ 10.5pt 以上）１枚程

度 

正本１部 

副本１０部 

   ④ 企画提案書 

    ア Ａ４版（文字サイズ 10.5pt 以上）で、表紙及び目次を除き両面印刷とし、

各頁の番号を記載すること。ただし、必要に応じてＡ３版（Ｚ折）を含め

ても差し支えない。 

    イ 頁数は、最大５０頁以内とすること。ただし、積算根拠等の付属資料は別

とする。 

    ウ 体裁はＡ４フラットファイルとし、フラットファイルの表紙及び背表紙

に「小豆島ふるさと村再整備事業（宿泊ゾーン）」及び提案事業者名を記載

すること。 

    エ 「優先交渉権者選定基準書」の「５．提案内容審査の項目・配点等（1）

内容審査」の別表の評価基準の審査項目①～④までに示す項目がわかるよ

うに記載すること。 

    オ 完成予想図（鳥瞰図、パース図など）の提示、写真等を利用して企画提案

の内容がイメージしやすいものとすること。  

 

  6）公募参加の辞退 

   応募者が、参加表明書を提出後辞退する場合は、「１０.事務局」に、持参または

郵送により、辞退届（様式第７号）を提出すること。 
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  7）提案内容に関するプレゼンテーションの実施 

   提案書類等の審査にあたって、提案内容の確認のため、選定委員会において、応

募者によるプレゼンテーションを実施する。実施時期や場所等の詳細については、

別途、応募者又はグループの代表者に通知する。  

  8）審査結果の公表 

   町は、審査結果を優先交渉権者及び次点交渉権者に対して、書面にて通知するほ

か、町のホームページにて公表する。なお、公表時期は令和８年３月下旬を予定し

ている。 

 

（3）応募に係る留意事項 

  1）参加費用に関する事項 

   参加に係る一切の費用については、全て応募者の負担とする。 

  2）募集要項等の承諾・複数提案の禁止 

   応募者は、参加表明書の提出をもって、募集要項等の記載内容を承諾したもの

とする。ただし、各応募者は、複数の提案を行うことはできない。 

  3）使用言語及び単位 

   提案に際して使用する言語は日本語とし、使用する単位は計量法（平成４年法

律第５１号）に定めるもの、通貨は円、時刻は日本標準時を使用すること。 

  4）提案書類等の取扱い・著作権等 

   ① 提案書類等の変更等の禁止 

    提案書類等の変更、差し替え又は再提出は認めない。ただし、必要があるもの

として町が認めた場合は、この限りでない。 

   ② 著作権・特許権等 

    提案書類等の著作権は、応募者に帰属する。ただし、町は本事業に関する庁内

での報告やその他町が必要と認めるときには、町は応募者に確認したうえで、

これを無償で使用できるものとする。応募者は、提案書類等の提出をもって提

案書類等の公表等に同意したものとする。 

    提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じ

た責務は、応募者が負うものとする。 

    なお、いずれの提案書類等についても返却はしないものとする。 

   ③ 情報公開 

    提出された提案書類等については、「小豆島町情報公開条例」（平成１８年小

豆島町条例第１０号）の対象となり、同条例第６条各号に規定する事項（公文

書の開示をしないことができる場合）を除き、公開する場合がある。 

  5）公表資料の取扱い 

   町が提供する資料等は、本事業に係る検討以外の目的で使用することを禁じる。 

 

 

  6）基本協定の締結ができない場合の取扱い 
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   優先交渉権者を決定した後で、財政状況の著しい悪化や経済情勢の変化といっ

た特殊事情により、町又は優先交渉権者が基本協定の締結ができない場合は、町

又は優先交渉権者は、相手方にその旨を誠実に説明するものとし、相手方が本公

募において費やした調査費用、企画提案書作成費用その他一切の費用について、

その補償を行う義務を負わないものとする。 
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９．その他 

  現時点で想定している町や事業者の主なリスク分担は、次のとおりとする。 

種類 内容 
負担者 

事業者 町 

応募リスク及

び契約締結リ

スク 

応募に係る費用に関するもの 〇  

契約締結に係る費用に関するもの 〇  

募集要項等及び町の公表資料の誤りに関するもの  〇 

土地及び建物

に関するリス

ク 

土地の所有者との協議に関するもの  〇 

事業敷地に存する建物のうち、町が撤去するものに起因するもの 
 〇 

土地の貸付（事業敷地の引渡しから土地返還日まで）における、

事業者による事業実施に対して支障となる地中障害物の除去に

関するもの 

〇  

調査資料等で予見できるものに関するもの 〇  

上記資料により予見できないことに関するもの 〇  

設計・計画・工

事に伴うリス

ク 

事業者の発注による工事請負契約の内容及びその変更に関する

もの等 
〇  

町が実施した測量・調査の不備に関するもの 〇  

事業者が実施した測量・調査・設計・工事の不備に関するもの  〇  

貸付期間中に

おける社会リ

スク 

事業者による事業に起因する有害物質の排出・漏洩等、事業敷地

に対する環境保全に関するもの 
〇  

事業者による事業に起因する周辺環境への影響（日影、光害、風

害、電波障害、騒音、振動、臭気、景観、交通渋滞等）に関する

もの 

〇  

事業者による事業に起因する第三者へ与える損害に関するもの  〇  

地域からの苦情等のトラブルの対処に関するもの 〇  

事業者から転貸又は譲渡する第三者が発生させた影響によるも

の 
〇  
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種類 内容 
負担者 

事業者 町 

貸付期間中に

おける制度関

連のリスク 

各種法制度の新設・変更に関するもの 〇  

各制度の新設・変更に関するもの 〇  

債務不履行リ

スク 

町の債務不履行による中断・中止  〇 

事業者の債務不履行による中断・中止 〇  

不可抗力のリ

スク 

土地の貸付期間中における、地震、火災、風水害、その他の町の

責に帰すべきことができない事由による被害に関するもの 
〇  

資金調達リス

ク 

必要な資金調達に関するもの 〇  

補助金の交付に関するもの※活用可能な補助金がある場合 〇  

物価リスク 物価変動に関するもの 〇  

金利リスク 金利変動に関するもの 〇  

契約満了時に

おけるリスク 

本施設の撤去及び土地の返還に関するもの 
〇  

 

10．事務局 

小豆島町商工観光課 担当：岡、石田 

住所：〒761-4492 香川県小豆郡小豆島町片城甲 44 番地 95 

TEL：0879-82-7021 

FAX：0879-82-7028 

メールアドレス：olive-shoko@town.shodoshima.lg.jp 

 


